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01 決算概要
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損益状況

単体

連結

789 801 12 1.5

786 934 148 18.8

122 130 8 6.1

▲ 119 ▲ 263 ▲ 144

485 490 5 1.0

304 311 7 2.5

[ ] [ 373 ] [ 449 ] [ 76 ] ［ 20.4 ］

[ ] [ 296 ] [ 352 ] [ 56 ] ［ 19.0 ］

▲ 30 39 69

334 272 ▲ 62 ▲ 18.3

10 153 143

344 425 81 23.4

▲ 4 ▲ 0 4

244 288 44 18.3

12 37 25

313 456 143

266 343 77

87 138 51

65 98 33

358 442 84 23.6

251 298 47 18.9

顧 客 向 け サ ー ビ ス 業 務 利 益

外 貨 調 達 コ ス ト 控 除 後

2022年度

実績

実 質 業 務 純 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

コ ア 業 務 純 益

2023年度

実績

外 貨 調 達 コ ス ト 控 除 後

経 常 利 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

業 務 粗 利 益

（単位：億円、%）

資 金 利 益

業 務 純 益

当 期 純 利 益

コ ア 業 務 純 益 （ 除 く 投 資 信 託 解 約 損 益 ）

経 常 利 益

特 別 損 益

与 信 関 係 費 用

有 価 証 券 全 体 損 益

臨 時 損 益

経 費

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

増減率

前年比

増減額
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2022年度 2023年度

4

資金利益

貸出金の伸長に加え、利回改善により貸出金利息が増加

外貨債券利息等を中心に有価証券利息配当金も増加

資金利益
786

資金利益

貸出金の平残・利回

47,475 49,651 51,387 54,225 56,616 

0.88%
0.83% 0.82% 0.86%

0.91%

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

27,893 29,256 30,101 30,184 29,406 

1.02% 1.01% 0.96% 1.06%

1.45%

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

有価証券の平残・利回

貸出金利回

貸出金平残

有価証券利回

有価証券平残

（参考）資金利益の増減要因 （単位：億円）

資金利益
934

貸出金要因

+54

有価証券要因

+108

その他
▲14

平残
+21

利回
+33

平残
▲8

利回
+116

円貨+42、外貨+66

円貨+33、外貨+21

※商品・特金を除く

（単位：億円、％） （単位：億円）

（単位：億円）

786 934 148 18.8

798 956 158 19.8

466 520 54 11.4

320 428 108 33.7

12 22 10 81.9

4 7 3 53.2

2022年度 2023年度
前年比

増減額 増減率

資 金 調 達 費 用

（ 預 金 等 利 息 ）

資 金 利 益

（ 貸 出 金 利 息 ）

（有価証券利息配当金）

資 金 運 用 収 益
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8,859 7,991 8,022 7,796 7,121 

18,505 20,698 21,795 21,939 22,216 

50,544 
53,472 

56,431 58,693 59,748 

77,908 
（+0.3％）

82,161 
（+5.4％）

86,248 
（+4.9％）

88,428 
(+2.5％）

89,085 
(+0.7％）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

5

預金平残（譲渡性預金を含む） （単位：億円）

宮城県内で個人預金や法人預金が増加

預 金

個人預金

法人預金

公金預金等

5,256 5,301 5,502 5,580 5,545 

72,652 76,860 80,746 82,848 83,540 

77,908 
（+0.3％）

82,161 
（+5.4％）

86,248 
（+4.9％）

88,428 
（+2.5%）

89,085 
（+0.7%）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

宮城県内

宮城県外

地域別預金平残（譲渡性預金を含む）

円貨預金の構造状況（2024年3月末残高）

6%

預金者別の割合 金額階層別の割合

個人預金
69％

1,000万円未満

42％

法人預金
25％

1,000万円以上
1億円未満

35％

公金預金等
1億円以上

23％

前年比
増減率

+1.8%

+1.2%

▲8.6%

合計
（前年比増減率）

（単位：億円）

合計
（前年比増減率）

前年比
増減率

+0.8%

▲0.6%
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6,476 6,451 6,550 6,305 5,765 

11,549 11,934 12,314 12,770 13,173 

634 581 635 803 777 

28,816 
30,685 

31,888 
34,347 

36,901 

47,475 
（+1.8％）

49,651 
（+4.5％）

51,387 
（+3.4％）

54,225 
（+5.5%）

56,616 
（+4.4％）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

6

貸出金平残

宮城県内および東北地域等の貸出金ニーズを着実に捕捉

市場性金利の上昇により貸出金利回は改善

貸出金

事業性
（円貨）

消費者ローン

地公体向け

1,206 1,375 1,663 2,056 2,401 

8,517 9,292 9,438 9,905 10,309 
2,632 2,845 3,052 3,404 3,826 

16,461 
17,173 17,735 

18,982 
20,365 

28,816 
（+2.1％）

30,685 
（+6.4％）

31,888 
（+3.9%）

34,347 
（+7.7%）

36,901 
（+7.4%）

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

宮城県内

東名阪

事業性貸出金平残（円貨）

貸出金利回

0.85%
0.83%

0.81% 0.81%
0.83%

0.88%
0.83% 0.82%

0.86%
0.91%

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

事業性
（外貨）

東北地域等
（宮城県除）

ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ
･ﾌｧｲﾅﾝｽ

3.04%

1.38% 1.10%

3.84%

6.62%

外貨

全体

円貨

前年比
増減率

+7.4%

+3.1%

▲8.5%

▲3.1%

合計
（前年比増減率）

（単位：億円） （単位：億円）

前年比
増減率

合計
（前年比増減率）

+7.2%

+12.3%

+4.0%

+16.7%
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655 726 756 762 757 
1,187 1,501 1,304 1,835 2,227 

5,048 
5,492 6,105 

6,370 
6,896 

9,570 

10,234 9,438 8,418 7,268 

7,396 

9,052 9,671 
9,233 

8,007 

4,497 

2,729 2,860 
3,132 

4,026 

28,353 

29,734 30,134 29,750 
29,180 

2020年3月末 2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末

7

有価証券運用残高（償却原価ベース）

ポートフォリオ改善に向け円貨債券の入替を実施

有価証券利息配当金の増加により、有価証券全体利回りが上昇

有価証券①

国債

投信等

株式

地方債

社債

外債

有価証券全体損益

構成割合

13.8%

23.6%

7.7%

24.9%

27.4%

2.6%

前年比
▲1.9%

（単位：億円） （単位：億円、％）

320 428 108

48 54 6

59 125 66

60 60 0

76 92 16

77 97 20

▲ 69 ▲ 138 ▲ 69

8 4 ▲ 4

0 0 0

15 106 91

61 35 ▲ 26

58 31 ▲ 27

1 1 0

55 144 89

60 146 86

5 2 ▲ 3

ー － ー

7 22 15

313 456 143

266 343 77

0.84 1.11 0.27

2022年度 2023年度
前年比

増減額（率）

有 価 証 券 利 息 配 当 金 A

円 貨 債 券 利 息

外 貨 債 券 利 息

株 式 配 当 金

投 信 分 配 金

投 信 解 約 益

国 債 等 債 券 損 益 B

売 却 益

償 還 益

売 却 損

償 還 損

（ う ち 投 信 解 約 損 ）

金 銭 の 信 託 運 用 損 益 D

有 価 証 券 全 体 損 益 （ A+B+C+D ）

外 貨 調 達 コ ス ト 控 除 後

有価証券全体利回り（外貨調達コスト控除後）

償 却

株 式 等 関 係 損 益 C

売 却 益

売 却 損

償 却
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有価証券評価損益

金利上昇により円貨債券の評価損が拡大したが、株価上昇により株式・投資信託の評価益は拡大

金利リスク抑制等を目的に円貨債券の売却を実施

有価証券②

円貨債券残存期間別残高・修正デュレーション

外貨外国債券残高・修正デュレーション

うち固定債

外貨外国債券
合計

2,336 2,303 2,035 

8,816 8,021 8,055 

8,936 
7,798 6,410 

1,933 
2,704 

2,843 

22,021 20,826 
19,343 

5.74 5.59 5.42

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末

10年超

5年超
10年以下

1年超
5年以下

1年以下

修正
デュレーション

35 78 
89 

1,251 

1,792 

2,184 
0.31 

0.73 0.68 

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末

円貨債券
合計

修正
デュレーション

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円）

（単位：円、％）

▲ 117 ▲ 275 ▲ 349

▲ 58 ▲ 129 ▲ 168

▲ 26 ▲ 80 ▲ 96

▲ 33 ▲ 66 ▲ 85

541 300 600

545 317 613

▲ 4 ▲ 17 ▲ 13

760 787 1,433

1,184 812 1,684

53 32 78

1,237 844 1,762

外 債

株 式

投 資 有 価 証 券 合 計

金 銭 の 信 託

合 計

投 資 信 託 等

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末

債 券

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他

27,821 28,041 40,369

0.21 0.32 0.72

2.34 3.47 4.20

日 経 平 均 株 価

日 本 10 年 国 債 利 回 り

米 国 10 年 国 債 利 回 り

（参考）日経平均株価等の推移
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役務取引等利益

与信関連手数料、ビジネスマッチング手数料の伸長により法人関連手数料が増加

役務取引等利益

法人関連手数料

預り資産関連手数料

1 1 
4 3 4 3 4 
3 5 4 3

4
6

9
13

8

11

14
12

17

15 

20 

27 
29 

38 

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

与信関連
手数料

ビジネス
マッチング

M&A

その他

5 4 4 5 7 

10 12

19
22 18

15 16 

23 

27 
25 

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

販売手数料

信託報酬等

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円）

189 197 8

82 83 1

29 38 9

27 25 ▲ 2

67 67 0

4 4 0

47 48 1

122 130 8

2022年度 2023年度
増減額

役 務 取 引 等 利 益

前年比

役 務 取 引 等 収 益

決 済 関 連 手 数 料

法 人 関 連 手 数 料

預 り 資 産 関 連 手 数 料

役 務 取 引 等 費 用

決 済 関 連 手 数 料

ロ ー ン 支 払 保 証 料 ・ 保 険 料
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経費

人事制度改革等の影響により人件費は増加

コア業務粗利益の増加によりコアOHRは改善を継続

経 費

コアOHR

行員数と拠点数等の推移

532 502 493 485 490 

746 806 846 858 
939 

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

（参考）経費の増減要因

71.35%
62.27%

58.22% 56.55%
52.18%

コア業務粗利益

経費

コアOHR

330 
1,347 1,341 1,303 1,287 

2,904 

2,730 2,661 2,572 2,514 

3,234 

4,077 4,002 3,875 3,801 

2011年3月末 2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末

142 130 123 116 113

（0） （12） （19） （27） （30）

（単位：拠点、カ店、人）

拠点数

店舗内店舗数

行員数

パート
タイマー等

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円）

3

1

1

2

▲ 3

増減要因

人件費

その他

MEJAR更改に伴う時間外対応

金額

人事制度改革等

その他

物件費

システム関連費用（MEJAR更改対応ほか）

485 490 5

255 260 5

198 197 ▲ 1

82 84 2

32 33 1

2022年度 2023年度
前年比

増減額

経 費

人 件 費

税 金

物 件 費

（ う ち シ ス テ ム 関 連 費 用 ）
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与信関係費用

一部のプロジェクトファイナンス債権について予防的な引当を実施し、与信関係費用が増加

与信関係費用

与信関係費用の推移

金融再生法開示債権の推移

73 76 

46 

12 

37 

2010年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

569

貸倒引当金の推移

295 265 253 267 237

287 303 339 309 349

582 568 592 576 586 

1.2% 1.1% 1.1% 1.0% 1.0%

2020年3月末 2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末

貸倒引当金比率
（貸倒引当金/貸出金末残）

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金
294 345 323 305 325

520
628 668 726 742

230 
140 113 122 119 

1,044 
1,113 1,104 1,153 1,186 

2.09% 2.14% 2.03% 2.03% 1.99%

2020年3月末 2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末

不良債権比率

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円） （単位：億円）

12 37 25

▲ 30 39 69

42 ▲ 2 ▲ 44

37 ▲ 6 ▲ 43

0 － ▲ 0

与 信 関 係 費 用

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

不 良 債 権 処 理 額

う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 等

2022年度 2023年度
前年比

増減額
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02 業績予想
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801 902 101 12.6 987

934 986 52 5.5 980

130 130 0 0.3 134

▲ 263 ▲ 214 49 ▲ 127

490 486 ▲ 4 0.7 487

311 416 105 33.7 500

[ ] [ 449 ] [ 505 ] [ 56 ] [ 12.5 ] [ 531 ]

[ ] [ 352 ] [ 402 ] [ 50 ] [ 14.2 ] [ 465 ]

39 ▲ 5 ▲ 44 ▲ 21

272 421 149 54.8 521

153 49 ▲ 104 ▲ 26

425 470 45 10.6 495

▲ 0 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1

288 320 32 10.9 340

37 30 ▲ 7 30

456 455 ▲ 1 439

343 347 4 352

138 188 50 216

98 150 52 185

442 485 43 9.6 510

298 330 32 10.7 350

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

（単位：億円、%）
2023年度

前年比

増減額 増減率

2024年度

予想

経 費

実 質 業 務 純 益

顧 客 向 け サ ー ビ ス 業 務 利 益

コ ア 業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益 （除 く投 資信 託解 約損 益）

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

業 務 純 益

臨 時 損 益

外 貨 調 達 コ ス ト 控 除 後

経 常 利 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

2025年度

シミュレーション

有 価 証 券 全 体 損 益

外 貨 調 達 コ ス ト 控 除 後

与 信 関 係 費 用

経 常 利 益

特 別 損 益

当 期 純 利 益

業 務 粗 利 益

資 金 利 益

13

損益状況

単体

連結



七十七銀行 |  2023年度

56,616 59,040 61,460 

0.91% 0.94% 0.96%

0.83%
0.87% 0.90%

2023年度 2024年度
予想

2025年度
シミュレーション

14

資金利益

資金利益

貸出金の平残・利回

貸出金利回
（全体）

貸出金平残

有価証券の平残・利回

有価証券利回

有価証券平残

29,406 29,419 29,798 

1.45% 1.51%
1.40%

2023年度 2024年度
予想

2025年度
シミュレーション

貸出金利回
（円貨）

※商品・特金を除く

（単位：億円、％） （単位：億円）

（単位：億円）

934 986 52 5.5 980

956 1,019 63 6.5 1,017

520 560 40 7.7 590

428 445 17 3.8 417

22 33 11 49.2 37

7 21 14 220.8 24

0.07 0.08 0.01 0.08

0.001 0.020 0.019 0.020

0.07 0.20 0.13 0.20

1.975 1.975 ー 1.975

0.26 0.20 ▲ 0.06 0.20

0.72 0.70 ▲ 0.02 0.70

5.29 5.00 ▲ 0.29 4.00

4.20 3.80 ▲ 0.40 3.40

Ｔ Ｉ Ｂ Ｏ Ｒ ３ ヵ 月

定 期 預 金 ５ 年

短 期 プ ラ イ ム レ ー ト

米 国 国 債 １ ０ 年

日 本 国 債 １ ０ 年

Ｓ Ｏ Ｆ Ｒ ３ ヵ 月

2025年度

シミュレーション

資 金 利 益

資 金 運 用 収 益

（金利条件）

普 通 預 金

無 担 保 コ ー ル Ｏ ／ Ｎ

（ 貸 出 金 利 息 ）

（有価証券利息配当金）

資 金 調 達 費 用

（ 預 金 等 利 息 ）

2023年度
前年比

増減額 増減率

2024年度

予想
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有価証券運用残高（償却原価ベース）

有価証券

757 785 795 

2,227 2,085 2,064 

6,896 7,488 7,854 

7,268 6,951 6,416 

8,007 7,510 
6,282 

4,026 5,082 
6,958 

29,180 
29,901 30,369 

2023年度 2024年度
予想

2025年度
シミュレーション

国債

投信等

株式

地方債

社債

外債

有価証券全体損益

有価証券構成割合（償却原価ベース）

17.0%

25.1%

23.3%

25.0%

7.0%
2.6%

22.9%

20.7%

21.1%

25.9%

6.8%
2.6%

国債

地方債

社債

投信等

外債

株式

2024年度
予想

2025年度
シミュレーション

国債

地方債

社債

投信等

外債
株式

（単位：億円） （単位：億円、％）

428 445 17 417

▲ 138 ▲ 89 49 ▲ 31

144 76 ▲ 68 30

22 23 1 23

456 455 ▲ 1 439

343 347 4 352

1.11 1.13 0.02 1.13

2023年度
前年比

増減額（率）

2024年度

予想

2025年度

シミュレーション

（参考）有価証券全体利回り

（外貨調達コスト控除後）

外 貨 調 達 コ ス ト 控 除 後

金 銭 の 信 託 運 用 損 益

有 価 証 券 全 体 損 益

株 式 等 関 係 損 益

国 債 等 債 券 損 益

有 価 証 券 利 息 配 当 金
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経費

経 費

（参考）経費の増減要因（2024年度）

490 486 487 

939 991 1,018 

2023年度 2024年度
予想

2025年度
シミュレーション

52.18%
49.05% 47.87%

コア業務粗利益

経費

コアOHR

コアOHR

1,287 1,291 1,291 

2,514 2,463 2,383 

3,801 3,754 3,674 

2024年3月末 2025年3月末
予想

2026年3月末
シミュレーション

（単位：人）行員数等の推移

行員数

パート
タイマー等

（単位：億円） （単位：億円）

（単位：億円）

▲ 11

5

金額

人件費 行員数の減少等

システム関連費用（行内情報ネットワークの更改等）物件費

増減要因

490 486 ▲ 4 487

260 249 ▲ 11 244

197 202 5 206

84 90 6 91

33 35 2 37

2023年度
前年比

増減額

2025年度

シミュレーション

2024年度

予想

経 費

人 件 費

税 金

物 件 費

（うちシステム関連費用）
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03
七十七グループの

価値向上
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財務目標の進捗状況

トップラインの増加等により当期純利益は過去最高を更新、ROEは5％超に上昇

「Vision 2030」における「なりたい姿」

2021年度
実績

2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
予想

2030年度
なりたい姿

当期純利益
（連結）

ROE
（連結）

7％以上
●

自己資本比率
（連結） 10％程度

（10.0%～10.5％）

コアOHR 40％以下
●

222億円 251億円
298億円 330億円

10.27% 11.23% 11.15％ 10.50%

58.22% 56.55% 52.18％
49.05%

4.33%
4.92% 5.38% 5.44%

450億円
●
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PBR向上に向けたアプローチ

PBR向上に向け、収益力の強化、採算性の向上を通じ資本効率を高めていく

資本収益性の向上①

ＲＯＲＡ
改善

ＲＯＥ
向上

当期純利益

当期純利益 リスクアセット

ＰＢＲ
向上

純資産

時価総額
財務レバレッジ
コントロール

純資産 リスクアセット

純資産

ＰＥＲ
向上

時価総額

当期純利益

×

×

収益力の強化（P21、P22）
✔RORAを意識した

貸出金の増強
✔フィービジネスの強化
✔有価証券運用の強化

取組内容 「Vision 2030」
財務目標等

コストコントロール（P21）
✔物件費・人件費の最適化
✔与信関係費用の適正化

リスクアセットへの対応（P22）
✔リスク資産の収益性向上

資本の最適配分（P23～P25）
✔成長投資への資源配分
✔政策保有株式の縮減

株主還元の充実（P26）
✔累進的配当の実施
✔配当性向の向上
✔機動的な

自己株式取得の実施

ROE
（連結）
7％以上

当期純利益
（連結）
450億円

コアOHR
40％以下

自己資本比率
（連結）
10％程度

（10.0%～10.5％）

政策保有株式
対純資産比率

（連結）
10％未満

（2025年3月末）

配当性向
（連結）
35％以上

（2026年3月末）

※自己資本比率の逆数

成長戦略の実行

IR活動の充実
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収益性の向上、自己資本の適切なコントロールを図りながら、資本効率を意識した経営を実施

資本収益性の向上②

ROE（連結）の推移

4.33%

4.92%
5.38% 5.44%

4.00%

6.00%

8.00%

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

予想

2030年度

なりたい姿

資本コスト水準
（6%～7％）

7%以上

222
251

298
330

450

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
予想

2030年度
なりたい姿

当期純利益（連結）の推移

計画期間中の自己資本比率（連結）の運用レンジ

9.5％

10.5％

計画期間中の
運用レンジ

株主還元：積極的
リスクアセット：積極的活用

株主還元：株主還元方針を
踏まえた維持・
コントロール

リスクアセット：レンジ範囲内での
コントロール

株主還元：抑制的
リスクアセット：抑制的運用

10.0％

（単位：億円）

PBRの推移

0.22
0.31

0.51 0.58

0.0

0.5

1.0

1.5

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

（単位：倍）

5/20時点

1倍超
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2023年度
実績

計画公表時点
（2023年11月）

2030年度
なりたい姿

21

「Vision 2030」に掲げる施策を通じ、収益力の強化を図る

収益力の強化・コストコントロール

当期純利益（連結）の増益イメージ

当期純利益
（連結）
298億円

コアOHR
52.18％

与信費用
(37億円)

160億円

事業環境の変化を
踏まえた運用強化貸出金利息

法人関連手数料
預り資産関連手数料

グループ会社
新事業・新分野

事務レス・効率化
経費削減
DX投資

人的資本投資

による土台の強化

個人の成長・組織力の強化を通じ、次のステージへ！

顧客満足度
ナンバーワン戦略

生産性倍増戦略

65億円

収益源泉の多様化・拡充
円貨債券ポートフォリオの再構築 等

90億円

▲35億円

▲100億円

与信関係費用

税金等

当期純利益
（連結）
270億円

コアOHR
54.53％

与信費用
(15億円)

当期純利益
（連結）
450億円

コアOHR
40％以下

与信費用
(50億円)

地域成長
戦略

企業文化改革
戦略
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 収益拡大と利回り改善によるトップラインの引上げ

 採算把握シートの活用による顧客別・案件別採算向上

 金利上昇を踏まえた適切な貸出金利の設定

 コンサルティングを通じた非金利収益の増強

 リスク管理を含めた取組領域の拡大・収益多様化（SF）

22

RORAを意識した貸出金の増強によりリスクアセット収益の向上を図る

リスクアセットへの対応

トップラインRORA・OHRの水準

宮城県内、東北地域等

東名阪

ストラクチャード・
ファイナンス

消費者ローン

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

5%15%25%35%

ト
ッ
プ
ラ
イ
ン
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ａ

OHR

実線：2022年度実績
破線：目指す方向性
※バブルの大きさ：業務粗利益

※1．トップラインRORA＝収支÷リスクアセット
※2．収支：貸出金利息＋役務収益（与信関係手数料）－調達コスト
※3．リスクアセット：貸出金に対するリスクアセット（空枠を含む）
※4．OHR＝経費÷業務粗利益
※5．経費：業務別の原価計算により配賦（営業店・本部人員の各業務への従事割合等、

本部管理経費等は考慮せず）
※6．業務粗利益：収支（※2）+その他役務利益（ローン費用等）

事業性貸出

消費者ローン

 総合取引と業務効率化によるOHR改善

 金利上昇を踏まえた適切な貸出金利の設定

 クロスセルを通じた非金利収益の増強

 非対面取引の拡充等による経費低減

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
強
化
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資本の最適配分①

半導体関連

成長投資

✔JSMCの進出
✔サプライヤー企業への波及
✔住環境、街づくりへの支援

地域開発プロジェクト サステナビリティ・脱炭素

23

新事業・新分野 DX 人的資本

✔ナノテラスの稼働
✔せんだい都心再構築プロジェクトの進展
✔企業誘致の推進

✔当行のカーボンニュートラル実現
✔取引先の脱炭素支援
✔サステナブルファイナンスの強化

✔地域課題の解決
✔事業領域の拡大

✔銀行ビジネスのデジタル改革
✔非対面チャネルの強化
✔新規ビジネスの創発

✔専門人材の育成
✔人材ポートフォリオの構成
✔タレントマネジメントの導入

持続的な成長を意識し各ステークホルダーへ適切な利益の再配分を実施

キャピタルアロケーションの考え方

利益の再分配

健全性の維持

自己資本比率の維持

✔適正水準の維持
✔RORAを意識した経営

株主価値の向上

✔累進的配当
✔機動的な自己株式取得

株主還元の充実
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2022年度 2023年度 2024年度

予想

2030年度

なりたい姿

24

自己資本比率の維持に向け、適切なコントロールを実施

資本の最適配分②

✔自己資本比率目標設定の背景
東日本大震災の影響（自己資本

比率が約1.6％低下）を踏まえ、
非常時に地域を支えるためには相応の
自己資本比率を確保しておく必要が
あり、2030年度の目標を10％程度
（10.0％～10.5％）として設定

自己資本比率（連結）の維持

当期純利益

+0.70

株主還元

▲0.21

リスクアセット

増加等

▲0.57

自己資本比率

11.23％ 自己資本比率

11.15％

自己資本比率

10％程度

（10.0%～10.5％）

バーゼルⅢ最終化
完全実施後
10.08％

バーゼルⅢ最終化
完全実施後

9.71％

●

●

●

バーゼルⅢ最終化
完全実施後
10.03％

自己資本比率

10.50％

当期純利益

株主還元

リスクアセット

増加等
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295

233 219
200 185

198

172
167

162
156

2015年3月末 2021年3月末 2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

17.4%

14.0%
13.2%

11.3%
10.4%

25

継続的な縮減を進め、今年度中に対連結純資産比率を10％未満へ

資本の最適配分③

対連結純資産比率
（時価ベース）

銘柄数

政策保有株式
（簿価ベース）

10%未満

（単位：先、億円）政策保有株式の縮減
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70.0 

70.0 

50

67.5

90

122.5

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
予定

2024年度
予想

2025年度
目標

26

配当性向の引上げを図るとともに、機動的な自己株式取得を継続検討

株主還元の充実

銀行業としての公共的性格と経営の健全性維持等を考慮し、財務基盤の強化を前提として、累進的配当により、

親会社株主に帰属する当期純利益に対する配当性向を2025年度までに35%以上に引き上げるとともに、機動的な

自己株式取得により、株主利益と資本収益性の向上を目指していく。

1株当たり
年間配当金

配当性向
（連結）

配当金総額 37億円 50億円 67億円 92億円 105億円 ー

当期純利益
（連結）

165億円 222億円 251億円 298億円 330億円 350億円

（単位：円）

22.4% 22.4%
26.5%

30.4% 31.4%

35％以上

株主還元方針（2023年11月見直し）

中間

期末
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04 事業戦略
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「Vision 2030」
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「Vision 2030」～なりたい姿～
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「Vision 2030」～七十七グループの方向性～
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「Vision 2030」～「なりたい姿」の実現に向けた基本戦略～
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考える力のレベルアップ
（戦略性・独自性を磨く）

チャレンジの継続
（リスクマネジメントの強化）

（勇気・忍耐・努力）

目的を見失わない
（本来の目的を実現）

32

「Vision 2030」の浸透

支店長会議で2024年度の重点施策を共有

〈3年間の振り返り〉
✓コンサルティング営業力の向上
✓生産性の大幅な改善
✓新事業・新分野10件立上げ
✓前向きな取組姿勢への変化

役職員1人ひとりが仕事のクオリティを上げてリーディングカンパニーを目指す！

地域成長戦略

●各種地域開発プロジェクトへの関与と課題の解決

●JSMC進出など地域経済の成長に向けたビジネスチャンスの捕捉

●地域・顧客のサステナビリティおよび脱炭素化に向けた支援

顧客満足度ナンバーワン戦略

●顧客に役立つ、期待値を上回るサービスの提供

●「金利・サービス対価の適正性」を意識し個社別採算性を改善

●将来の顧客基盤となる若年層・資産形成層との接点を拡大

生産性倍増戦略

●労働生産性の向上、コアOHR改善に向けた分母・分子へのアプローチ

●社会変化に応じたデジタル化・DXへのシフト

●生産性を向上させるための最大の資本「人」の行動・意識改革

企業文化改革戦略

●「チャレンジ」「多様性」「コミュ二ケーション」をより一層強化

●一人ひとりの発想を豊かにし、挑戦する組織風土への変革

グループ事業戦略 ●グループ内の連携強化と新事業・新分野の開拓を定着化させ、グループ事業の収益を第3の柱として確立を目指す

課題を先送りせず1年1年着実に改革を実施

「Vision 2030」の原点の再確認

2024年度重点施策
～「金融」×「コンサルティング」のビジネスモデルを磨き上げ、組織力を更に強化させる～

〈今後の先行き〉
✓インフレ経済への転換
✓金利上昇という新たなフェーズ
✓社会や技術の変化・多様化
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「Vision 2030」の振り返り

業績の推移

176 182 165

222
251

298
330

350

▲ 36 ▲ 33
▲ 6

34

87

138

188
216

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
予想

2025年度
シミュレーション

貸出金
利息

420 419 416 423 466 520 560 590

役務取引等
利益

96 97 98 118 122 130 130 134

経費 528 532 502 493 485 490 486 487

（単位：億円）

前中期経営計画
「For The Customer＆For The Future」
～ベスト・コンサルティングバンク・プロジェクト～

「Vision 2030」
～未来を切り拓くリーディングカンパニー～

当期純利益
（連結）

顧客向け
サービス業務利益

注．顧客向けサービス業務利益＝（貸出金平残×預貸金利回り差）+役務取引等利益－経費（退職給付費用含む）

コンサルティング営業の実践によりトップラインが伸長したほか経費の削減により、収益は改善
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本部・営業店一体での「金融」×「コンサルティング」の実践に向けて基盤を構築

34

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

コンサルティング営業の取組み

顧客の課題・
ニーズの収集

コンサルティング
体制の充実

（単位：件）コンタクト件数の推移

コンサルティング営業体制 法人貸出先数の推移

13,527 
13,751 

14,122 

2022年度
下半期

2023年度
上半期

2023年度
下半期

（単位：先）

317,697 

348,134 
354,022 

2022年度
下半期

2023年度
上半期

2023年度
下半期

資金調達の多様化 地域サポートチーム 36名

事業承継 事業承継・M&Aチーム 13名

サステナビリティ サステナビリティ推進チーム 2名

成長支援 ビジネスコンサルチーム 6名

医療・介護 ヘルスケアチーム 5名

経営改善 経営改善アドバイザー 4名

半導体 半導体関連PT 3名

ビジネスマッチング 情報開発課 4名

海外支援 アジアビジネス支援室（海外駐在含む） 18名

地方創生 地方創生推進デスク 5名

創業支援 スタートアップサポートデスク 1名

資産形成・資産承継 ウェルスマネジメント室 29名
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コンサルティング営業の浸透により、様々な案件を捕捉
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顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

コンサルティング営業の浸透

 ストラクチャード・ファイナンス取組件数

2021年度 2022年度 2023年度

40件 39件 27件

 シンジケートローン組成件数

2021年度 2022年度 2023年度

12件 10件 16件

 有料ビジネスマッチング成約件数

2021年度 2022年度 2023年度

1,674件 1,739件 2,016件

 M＆A成約件数

2021年度 2022年度 2023年度

11件 17件 11件

 事業承継支援先数

2021年度 2022年度 2023年度

731件 804件 927件

14 

12 

17 

2021年度 2022年度 2023年度

13 

17 

21 

2021年度 2022年度 2023年度

（単位：億円）

（単位：億円）

各種実績の推移 与信関連手数料の推移

事業支援手数料の推移
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青森支店

2022年9月開設

宇都宮法人営業所

2023年8月開設

店舗・海外ネットワークや地域における情報網などを積極的に活用し活躍のフィールドを拡大

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

営業基盤の拡充

3,052 
（+7.2％）

3,404 
（+11.5％）

3,826 
（+12.3%）

4,210 
(+10.0％）

4,630 
(+9.9％）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
予想

2025年度
シミュレーション

 東北地域等（宮城県除）事業性貸出（円貨/平残）

店舗等ネットワーク 海外ネットワーク

 海外ビジネス支援件数の累計（2011年度～）

11,042 
13,081 

14,797 

2021年度 2022年度 2023年度

（単位：億円）

（単位：件）

※（）は前年比増減率
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グループ事業を第三の収益の柱として確立するため各社が新たな「Vision 2030」を策定
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顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

グループ会社の「Vision 2030」

七十七リース

七十七信用保証

七十七カード

七十七証券

七十七
リサーチ＆コンサルティグ

七十七
パートナーズ

七十七
ヒューマンデザイン

七十七
デジタルソリューションズ

七十七
ほけんサービス

金融

七十七キャピタル

金融

金融

金融

非金融

金融

非金融

非金融

金融

金融

七十七グループのリース事業を担う
地域のリーディングカンパニーを目指す

地域のチカラになる「SSS（Share up・Streamline・
Social responsibility)」の実現を目指して

地域キャッシュレス・プロモーションカンパニー

地域に根差し地域顧客の資産運用をリードする証券会社

自立したシンクタンク・コンサルティングファームとして地域企業の
成長・発展、経済活性化に貢献する、プロフェッショナル集団

地域№1のバイアウトファンド

地域の未来を描く人材戦略パートナー

地域のデジタル・リーディングカンパニー

地域ナンバーワンの保険サービスを提供する保険代理店

ハイバリュー・エクイティ・ソリューション・プロバイダー

会社名 2030年度に目指すなりたい姿

369 300 800

991 778 820

182 200 320

85 350 1,010

60 98 210

4 32 40

34 15 235

▲46 30 140

▲14 ▲11 150

10 3 5

1,677 1,795 3,730

当期純利益（単位：百万円）

‘23年度 ’25年度 ‘30年度

合計

グループ会社の「Vision 2030」概要
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新事業・新分野への取組み①

地域・顧客が抱える課題の解決に向け、新事業・新分野のプロジェクトを10件立ち上げ

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

新事業・新分野の
プロジェクトを10件立ち上げ

2021年5月
「Vision 2030」スタート

2021年11月
①七十七パートナーズの設立

2022年5月
②七十七ヒューマンデザインの設立
③信託業務への参入

2022年11月
④保有不動産の有効活用

2023年3月
⑤七十七デジタルソリューションズの設立

2023年4月
⑥東北ヘルスケアサポートの設立

2023年11月
⑦七十七ほけんサービスの設立
⑧結婚相談事業への取組み

2024年5月
⑨シンガポール現地法人の

設立準備
⑩業務受託子会社の設立

新事業・新分野のプロジェクト一覧（公表順）

地域の課題解決、企業文化改革、
先進性の発揮に向けて引き続き検討
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新事業・新分野への取組み②

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

①七十七パートナーズ（2021年12月設立）

②七十七ヒューマンデザイン（2022年8月設立）

③保有不動産の有効活用（2025年夏頃竣工予定）

④信託業務への参入（2023年4月参入）

シチパトくん

シチネコちゃん

経営権取得を伴う投資（マジョリティ投資）を

通じ、一層のコンサルティング機能を発揮するため

設立。（投資実績：2先）

複雑化・多様化する地域企業の課題解決・

持続的成長を支援し、「人」にかかわる高度かつ

専門的なソリューションを提供するため設立。

（紹介件数：717件、成約件数：240件）

建替え時期が到来した荒町支店兼八木山

支店を地下1階地上10階と高層化のうえ、

銀行店舗を2階（ATMは1階）に設置。

銀行店舗としての使用フロア以外は賃貸予定。

お客さまの資産を「守る」「そなえる」「次世代へつなぐ」こと

に関するニーズや課題に対してサポートを強化するため、

信託業務の取扱いを開始。

（信託商品・サービスの取扱件数：156件）

⑤東北ヘルスケアサポート（2023年4月設立）

⑥七十七デジタルソリューションズ（2023年5月設立）

⑦七十七ほけんサービス（2024年3月設立、2024年7月開業予定）

⑧結婚相談事業への取組み（2024年4月開所）

東北地域の医療・介護事業者を対象とする地域特化型

ヘルスケアファンドを組成するため、芙蓉総合リース株式会社

および株式会社ブルーラインパートナーズ（日本経営グループ

100％出資）と共同で設立。（投資実績：1先）

地域企業や自治体のデジタル化・DXに向けた

支援を本格展開するため設立。

（相談受付件数：345件、成約実績：87件）

シチケロくん

個人のお客さまへのライフプランコンサルティング、

法人のお客さまへのリスクコンサルティングを実践し

保険を通じて「安心」と「安全」を提供するため

設立。

人口の定着や女性が働き続けられる環境の創出など、

社会・経済の面から地域の持続的成長を支援するため、

七十七ヒューマンデザイン株式会社において「人と人との

マッチング」である結婚相談所「77結び（ななむすび）」を開所。

シチラビちゃん
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新事業・新分野への取組み③

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

 当行グループ一体でのガバナンス強化を図る観点から、

グループ事業戦略委員会を設置

（構成メンバー）

委員長：頭取

副委員長：専務取締役

委員：常務取締役、総合企画部長、デジタル戦略部長、

コンプライアンス統轄部長、リスク統轄部長、

営業統轄部長、人事部長、監査部長

（主な検討事項）

・グループ会社の経営計画・予算の立案に関する事項

・グループ会社のコンプライアンスおよびリスク管理の高度化に

かかる施策の立案のうち重要な事項

【グループ事業戦略委員会の開催内容】

 グループ事業戦略委員会設置後、2024年4月に初回の

委員会を開催。以下の内容について報告があり、構成

メンバーのほか、グループ会社社長が参加。

✔業況報告 ✔グループ会社の「Vision2030」

（2025年1月設立予定、2025年4月開業予定）

人口減少や国内マーケットの縮小が顕在化し、地域経済

の持続的な発展に向けて、海外の成長を取り込むことの重要性

が増すなか、成長著しいASEAN等において、ネットワークの

更なる拡充を図り、より高度かつ専門的なソリューションを

提供するため、シンガポール現地法人の設立準備に着手。

現地法人の概要および今後のスケジュール等については、

詳細が決定次第、改めて公表。

（2024年10月設立・開業予定）

銀行業務を通じて培った事務にかかる知見に加え、

BPO(ビジネス・プロセス・アウトソーシング）サービスにかかる

ノウハウを習得し、当行グループが持つ地域企業に対する

支援機能の拡充を図るため、業務受託子会社を設立。

当該子会社では、シニア層や障がいがある方々の活躍機会

を創出し、当行グループにおけるダイバーシティ・エクイティ&

インクルージョンの推進にも貢献。

⑨シンガポール現地法人の設立準備 グループ事業戦略委員会（2024年4月設置）

⑩業務受託子会社の設立
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顧客の資産形成支援を通じストック収益を増強
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顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

顧客資産形成への支援

 積立投信契約件数

2021年度 2022年度 2023年度

61,034件 65,037件 82,868件

 NISA口座数

2021年度 2022年度 2023年度

36,601先 40,554先 53,649先

 NISA口座稼働数

2021年度 2022年度 2023年度

24,058先 27,956先 38,453先

 ファンドラップ契約件数（2023年1月取扱開始）

2021年度 2022年度 2023年度

ー 160件 2,486件

 信託商品・サービスの取扱件数（2023年4月取扱開始）

2021年度 2022年度 2023年度

ー ー 156件

（単位：億円）

各種実績の推移 顧客資産形成推進委員会（2023年4月設置）

預り資産関連手数料の推移

4 5 7 8 8 

19
22 18 18 19

23 

27 
25 26 27 

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
予想

2025年度
シミュレーション

販売手数料

信託報酬等

 お客さまの資産形成および地域の金融リテラシーの向上を

より一層推進していくため「顧客資産形成推進委員会」を

設置

【顧客資産形成推進委員会の開催内容】

・NISA制度改正を踏まえた推進施策

・「NISA推進チーム」の試行設置

・投信商品ラインナップの見直し等

・預り資産推進・管理体制にかかる今後の方向性

（顧客本位の営業推進、プロダクトガバナンス体制等）
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生産性の飛躍的な改善を図り、筋肉質な企業グループへの転換を目指す

42

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

生産性向上への対応

生産性向上に向けた取組み

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

52.18%
49.05% 47.87％

2023年度 2024年度
予想

2025年度
シミュレーション

2030年度
なりたい姿

コアOHR

40％以下

本業にかかる労働生産性

14 15
17

24

2023年度 2024年度
目標

2025年度
シミュレーション

2030年度
なりたい姿

（単位：百万円）

本業にかかる労働生産性向上

※本業にかかる労働生産性=（貸出金利息+役務取引等利益-預金等利息-経費+人件費+減価償却費）/従業員数（パートタイマーは0.4人換算）

DX投資・人的資本投資

事務レスの促進

拠点集約、最適な人員配置

コンサルティング人員創出・営業時間創出

トップラインの伸長 従業員数の適正化 経費の削減
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マーケット特性や来店客数等を含めた地域の実情を考慮しながら、店舗内店舗化を実施
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企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

店舗戦略

拠点数等の推移（）は店舗内店舗数

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

142
（0） 123

（19）
116

（27）
113

（30）
90拠点

程度

2011年3月末 2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2030年度
なりたい姿

31,164 

23,972 
21,081 

14,007 
12,200 

2005年度 2010年度 2015年度 2020年度 2023年度

（参考）窓口利用件数の推移（宮城県内/1日平均）
（単位：件）

2,904 
2,661 2,572 2,514 

2011年3月末 2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末 2030年度
なりたい姿

行員数の推移

1店舗あたり平均 削減額

物件費 28百万円 790百万円

人件費 57百万円 1,596百万円

（参考）店舗内店舗化による経費削減効果

※１．効果測定可能な28店舗における経費削減効果
※２．店舗内店舗化実施前後における経費額を対比して算出
※３．人件費は創出人員分が本部人員等に振り替わっているため参考値

（単位：拠点、カ店） （単位：人）

2,000人
程度
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営業セクション割合を高めるとともに、創出人員・時間の活用によりコンサルティング機会を増加
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企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

営業人員の創出

営業セクション割合の推移

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

1,370 1,359 
1,388 

2,553 
2,478 

2,366 

53.7% 54.8%

58.7%
61.0%

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
目標

営業セクション
割合

行員数

営業セクション数

※１．行員数はグループ会社への出向者、休職者等を除く
※２．営業セクションは融資G、営業G、統轄職、地域駐在・サポートチーム

新事業・新分野等に振り向けた実人数

事務レスによる創出人員・創出時間の累計（2021年度～）

創出人員の活用

197
351

523
703

34

76

139

184

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
目標

創出人員累計

創出時間累計

（単位：人、千時間）

 2023年度実績（創出人員合計：78人）

外部出向
3人

新事業・新分野
10人

その他
5人

コンサルティング・
DX・非対面

15人再配置
33人

（単位：人）
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企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

デジタル分野への取組み

銀行ビジネスのデジタル改革

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

MEJARシステムの更改が完了。継続してデジタル改革を推進

銀行ビジネスの

デジタル改革

非対面チャネル改革

営業店改革

事務レス改革

データ活用改革

行員のデジタル改革

顧客接点を変える

対面営業を変える

現物・事務をなくす

情報を活かす

行員の能力を最大化する

 MEJAR勘定系システムの更改（2024年１月）

MEJAR勘定系システムについては、メインフレーム

からオープン基盤へ更改し、運用コストが年間

2割程度削減された。

2030年度に予定している次回更改に向けては、

株式会社NTTデータが構築を予定している

「統合バンキングクラウド」を選択肢の一つと

して検討を進めている。
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企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

非対面チャネルの推進

非対面チャネルの機能拡充

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

非対面チャネルの利用拡大に向け各機能を拡充

 「七十七銀行アプリ」（2017年12月より取扱開始）

ー 利用可能な金融機能を拡充

 「77ビジネスポータル」（2022年10月より取扱開始）

－ 法人・個人事業主における総合プラットフォーム

－ 法人IBと77ビジネスポータルのログイン画面を統一

（2023年6月）

ー 他行口座連携機能を追加（2023年11月）

口座残高・
入出金明細の照会

振込・振替・
定額自動送金

目的別預金

普通預金口座開設申込 NISA口座開設申込

サービス 内容

口座情報表示サービス 当行預金口座の残高や入出金明細等の照会

法人IB各種機能 お振込や資金移動等のお手続き

お知らせ配信サービス 関心のあるテーマに応じた、タイムリーな情報提供

外部連携サービス 77 Big Advanceや77WEBリレーションなどとの連携利用

住所変更・
届出電話番号変更

各種ローン取引

投資信託取引
（口座開設・購入・売却）

個人IBの稼働先数およびアプリDL数の累計

318 
405 

495 
414

546

707

2022年3月末 2023年3月末 2024年3月末

（単位：千先、千件）

77ビジネスポータル申込件数の累計

1,385 

22,342 
24,687 

2023年3月末 2023年9月末 2024年3月末

（単位：件）

※稼働先数：最終利用1年以内

アプリDL数（累計）

個人IBの
稼働先数
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地方創生への取組み

地方創生ミッション

地方創生に向け、４つの領域を重点推進項目として設定

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

〈七十七銀行の地方創生ミッション〉４つの重点推進項目の更なる取組強化

１．創業・新規事業支援 ２．地域中核企業支援・育成

３．まちづくり事業の促進 ４．観光振興支援等

✔創業・新規事業支援

✔ベンチャーファンド等による

各種資金供給支援

✔七十七ニュービジネス助成金

✔各種イベント協力

✔地域企業の成長支援

✔販路開拓・拡大支援

✔産学連携支援

✔海外ビジネス支援

✔事業承継・M&Aの支援

✔地域開発プロジェクトへの参画

✔外部機関と連携した支援

✔半導体関連産業に関する取組み

✔観光関連産業の

事業化・成長支援

✔インバウンド推進支援

✔観光客受入体制整備支援

地方の産業・経済・暮らしを創生

せんだい都心再構築プロジェクト

ナノテラス（上空写真）

商談会の様子

画像出所：仙台市、一般財団法人光科学イノベーションセンター
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みやぎ広域PPPプラットフォームの形成

みやぎ広域PPPプラットフォーム

みやぎ広域PPPプラットフォームを通じ、地方公共団体との連携を強化

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

 地方公共団体と締結している「地方創生に向けた包括

連携に関する協定」等に基づく取組みの一環として、民間

資金や民間ノウハウの活用に向けた官民の情報共有

および対話促進を継続的に展開する場である、「みやぎ

広域PPPプラットフォーム（通称：MAPP）」を形成。
マップ

2023年度の主なMAPPの活動状況

● 2023年5月
「地方創生経営者フォーラム 伝燈と志命ｉｎ宮城」開催

● 2023年7月
地方公共団体の首長等を対象とした

「ナノテラス視察会」開催

● 2023年9月
「〈七十七〉スタートアップ事業戦略セミナー
～IPOを通じたTOHOKUスタートアップ企業の

飛躍に向けて～」開催

● 2023年9月
「地元中小企業向けナノテラス活用促進セミナー」開催

● 2023年10月
「〈七十七〉まちづくりフォーラム」開催

● 2023年11月
「〈七十七〉SDGsセミナー」開催

● 2023年12月
「第2弾 地元企業向けナノテラス活用促進セミナー」開催

● 2024年1月
「〈七十七〉地方創生マッチングイベント」開催

● 2024年2月
「地方創生経営者フォーラム

伝燈と志命ｉｎ宮城２０２４」開催

● 2024年3月
「知って得する！補助金まるわかりセミナー」開催

七十七銀行
（事務局：地域開発部）

地方公共団体

宮城県および宮城県内すべての

地方公共団体：３６団体

福島県の地方公共団体：2団体

協定締結金融機関
大学等

政府系金融機関、シンクタンク、

とうほくPPP/PFI協会、東北大学、

宮城大学、東北工業大学 等

民間事業者
不動産、商社、IT・DX、

通信、建設、リース、

コンサル、メディア

MAPP

6つの機能

✔人材育成機能

✔実行支援機能

✔官民対話機能

✔情報発信機能

✔普及啓発機能

✔交流機能

Ｍ
Ａ
Ｐ
Ｐ
コ
ア
メ
ン
バ
ー
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まちづくり事業の促進①

半導体関連事業の進出

プロジェクトチームを通じた情報収集により半導体関連企業の進出に対応

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

 77半導体関連プロジェクトチームの設置

－ 関係部・関係営業店より専担者等を派遣の

うえ、プロジェクト体制を構築（専担者３名）

－ 進出企業や地元半導体関連事業者等に対する

ソリューションの提供、従業員取引の支援、

自治体と連携した地域コミュニティの整備に向けた

情報収集とアプローチを実施

（現在、関連する企業約100社とコンタクトを実施）

 東北地域の半導体等関連産業が中心となり、半導体

等関連産業基盤の強化に向けて産学官の連携体

「東北半導体・エレクトロニクスデザインコンソーシアム

（T-Seeds）」を組成

 当行もサポーター企業として参画

産業界

学術機関 行政機関

人・情報・モノが活発に行き交い

成長する地域「シリコンコリドー」を目指す

T-Seedsへの参画

T-Seeds

2024年4月設立

参画団体：91社・機関

第二仙台北部中核工業団地
画像出所：大衡村HP

 「JSMC株式会社」が宮城県黒川郡大衡村を半導体

ファウンドリの建設予定地として決定

工場事業規模

ー 約8,000億円

生産開始・本格稼働

ー 2027年・2029年

計画人員

ー 1,200名
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まちづくり事業の促進②

次世代放射光施設「ナノテラス」の稼働開始

最先端の研究施設が稼働開始

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

産学官金オールJAPAN体制

監事

地域パートナー5者

三菱重工業、日立製作所、IHI、

東芝、旭化成、

日本経済団体連合会 等

日本各地の民間企業

および研究開発施設

宮城県 仙台市東経連 PhoSIC

（参考）ナノテラスに関連する分野別の生産増加等

分野 生産増加額 効果

情報通信・デバイス 7,304億円 有機ELデバイス等の市場拡大

医療・生命科学 33,159億円 遺伝子医療薬、再生医療等の発展

先端材料 56,124億円 新素材における製品市場拡大

環境・エネルギー 68,401億円 燃料電池、エコタイヤ等の成長拡大

食品・農水産 741億円 人工光合成、食品市場の拡大
出典：一般財団法人北海道東北地域経済総合研究所「東北放射光施設の整備・運用による経済波及効果と新たな市場の創出に関する調査」

ナノテラスの上空写真
画像提供：一般財団法人光科学イノベーションセンター

 2024年4月より本格稼働

 経済波及効果(10年間)(東北経済連合会推計)

1兆9,017億円（うち宮城県内 2,777億円）
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まちづくり事業の促進③

せんだい都心再構築プロジェクト

せんだい都心再構築プロジェクトを中心に宮城県内で開発が加速

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

T-PLUS仙台

出典：東京建物株式会社HP

2024年1月
完成

アーバンネット
仙台中央ビル

2023年11月
完成

出典：NTT都市開発
株式会社HP出典：鹿島建設株式会社

2025年5月
竣工予定

(仮称)仙台中央
三丁目PJ

2035年
竣工予定

(仮称)一番町
三丁目七番地区
市街地開発事業

ウッドライズ仙台

2023年11月
完成

出典：みずほ不動産投資
顧問株式会社HP

 プロジェクト対象物件 5棟のうち3棟完成

七十七銀行

出典：一番町三丁目
七番地区市街地
再開発準備組合
HP

地域開発プロジェクト

 民間主導、土地区画整理事業、PPP／PFI 案件に関与

稼働中案件数

民間主導案件 ６０件程度

土地区画整理事業 ２５件程度

PPP／PFI 案件 ３０件程度

※非公表案件を含む

画像出所：仙台市
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「Vision 2030」

52

人的資本経営への取組み

七十七グループにおける人的資本経営

経営戦略の実現に向けた人材戦略等を検討・実行

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

人材育成方針 社内環境整備方針

「顧客・地域に役立つ人材」「企業変革に資する人材」 「働きやすい職場環境」「働きがいのある職場環境」

人材戦略

３つのキーファクター

挑戦し続ける 個の力を最大化する 成長や貢献を実感できる

Ⅰ.企業文化の変革
～チャレンジする風土へ～

Ⅱ.人づくりの強化
～企業はヒトなり～

Ⅲ.多様性の推進
～ダイバーシティ・エクイティ＆

インクルージョン～

Ⅳ.職場環境の整備
～ウェルビーイングの推進～

４つのプロジェクト

七十七グループの人的資本経営

経営戦略と連動した人材戦略 人的資本の価値向上による企業価値向上

人的資本項目の開示 経営陣の議論 ステークホルダーとの対話
KPIの設定による

定量的な効果測定

Plan Do Check Action
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企業文化の変革

人事制度改革の実施（2023年4月）

企業文化の変革を通じチャレンジする風土を醸成

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

人事制度改革の基本的な考え方

 エンゲージメントサーベイ調査結果（速報値）

－ 結果を活用し、より働きがいのある職場環境を整備

2022年度① 2023年度② ②－①

トータル
エンゲージメント

3.66pt 3.67pt +0.01pt

※．良好な状態の目安：3.5pt以上

企業文化の変革の浸透

 「Vision 2030」の浸透に向け、頭取や地区担当役員による

説明会を開催

実施内容 実施回数

営業店への説明会開催
・99回（頭取）
・全営業店（地区担当役員）

頭取塾開催 ・5回（参加人数269人）

 その他、「Vision 2030」における財務目標の見直しおよび

ROE目標を設定した背景について、頭取より全行員へ

メッセージを発信（2023年11月実施）

ビジネスプランコンテストの開催

 2021年度から3年連続でビジネスプランコンテストを開催

 今年度はDXをテーマとしたビジネスプランコンテストを予定

2021年度 2022年度 2023年度

参加者数 331人 121人 97人

うち女性 76人 26人 25人

（参考）参加者数の推移

抜本的な給与体系の見直しとしては57年ぶり

●付加価値の高い職務への挑戦を促すため、職能資格から

職務を重視する人事制度へシフト

●自律的なキャリア形成を可能にするため、職務や役割に応じ

職務給を細分化するとともに、専門職制度を導入

●評価に対する納得性を高めることで人材育成につなげるため、

人事評価制度を見直し
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人材育成の強化

専門人材の育成

外部派遣や人材育成投資等を通じて各種専門人材を育成

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

2023年度

42人

2012年～（累計）
約259人

デジタル分野：3人
✔日系金融機関国内拠点

国際・マーケット分野：10人
✔日系金融機関海外拠点

✔日本貿易振興機構 等

ソリューション分野：22人
✔日系金融機関国内拠点

✔地元民間企業 等

地方創生分野：7人
✔宮城県

✔地域経済団体 等

 外部派遣先の内訳

 専門職制度の活用状況

ー 現在、本部・グループ会社で8名が利用

専門職制度
利用者所属部署

・デジタル戦略部 ・営業統轄部

・コンサルティング営業部

・ダイレクトチャネル推進部

・七十七リサーチ＆コンサルティング

研修費用の推移

専門人材：5名

コア人材：85名

ベース人材：1,048名

（2024年3月末実績）

専門人材
20名以上

コア人材
180名以上

ベース人材
全行員

（2031年3月末目標）

 デジタル人材

－ 「Vision 2030」の最終年度の目標を新たに設定。

ベース人材（DX推進の土台となる人材。IT

パスポート取得が必須。）については全行員の

認定を目指す。

151百万円 194百万円 210百万円

74 千円
91 千円 98 千円

2022年度 2023年度 2024年度
予想

行員一人当たりの研修費用

研修関連費用

12百万円 14百万円 15百万円

（参考）本業にかかる労働生産性

（ITパスポート取得者数：1,172名）
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多様性の推進・職場環境の整備

多様な人材の活躍支援

行員1人ひとりが働きやすい体制を整備

顧客満足度
ナンバーワン

戦略

生産性倍増
戦略

企業文化改革
戦略

地域成長
戦略

 「ウーマンカレッジ」の開催

－ 女性行員のキャリア形成・能力開発支援を目的

とした階層別研修会を開催（5回/110名）

－ 社外役員3名が登壇し、受講者とディスカッションを実施

（参考）支店長クラスの女性行員：16人（2024年3月末）

（うち、グループ会社取締役：2人）

13.4%14.2%
16.0%17.5%19.0%

30.0%

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
目標

2030年度
なりたい姿

管理職に占める女性割合

ファイナンシャルウェルネスへの取組み

「ウーマンカレッジ」ディスカッション時の様子

初任給の引上げ

 地域および当行の将来を担う優秀な人材の確保

および定着化を目的に、「大学卒」で9%超となる

初任給の引上げを実施

 若手層の処遇引上げについても併せて実施

61.7％

（2021年度）

97.7％

（2023年度）

97.6％

（2022年度）

 従業員持株会加入率
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サステナビリティの取組み①

CO2排出量の推移

2030年度のカーボンニュートラル実現に向けた取組みを強化

16,795 

10,331 
9,264 8,433 

7,400 

2013年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
目標

2030年度
なりたい姿

カーボンニュートラル
実現

（単位：t-CO2）

・

 オフサイトコーポレートPPAの導入

（2024年内竣工予定）

ー 年間約1,237t-CO2排出量（2022年度当行

CO2排出量の約13％に相当）削減見込

 カテゴリ6（出張）、カテゴリ7（雇用者の通勤）、

カテゴリ15（投融資先）の排出量を算定

ー 投融資先の温室効果ガス排出量削減に向け、

エンゲージメントとソリューションの提供を実施

分類
排出量

（単位：t-CO2）

Scope3 10,013,332

カテゴリ6（出張） 524

カテゴリ7（雇用者の通勤） 1,212

カテゴリ15（投融資先） 10,011,596

再生可能エネルギーの導入 Scope3排出量の算定（2023年3月末基準）

 2024年4月に株式会社NTTデータが提供する投融資先の

温室効果ガス排出量を算定する「C-Turtle🄬FE」を東日本

の金融機関で初めて導入

－ 当行CO2排出量の算定・分析を高度化

CO2排出量算定ツールの導入
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サステナビリティの取組み②

取引先とのエンゲージメント強化

取引先の脱炭素に向けた支援体制を拡充

ファイナンスメニュー

ソリューションメニュー

人材育成

●「CO2排出量可視化サービス」

（2022年9月取扱開始）

●「カーボン・クレジット活用支援業務」

（2023年12月取扱開始）

●「77脱炭素ナビゲーター」

（2024年1月取扱開始）

●「77 Seven Goals」
（2023年3月取扱開始）

●「77サステナビリティ・リンク・ローン」
（2023年4月取扱開始）

●「77ポジティブ･インパクト・ファイナンス」
(2024年3月取扱開始）

●「77私募債
（寄付型/カーボンオフセットコース）」

（2024年4月取扱開始）

●サステナビリティ推進の専担者配置

（2023年10月より配置）

●脱炭素に関する対話ツールの制定

（2024年6月予定）

●脱炭素アドバイザー認定試験の活用

エンゲージメントの強化へ

179件/55億円

12件/84億円

取得者177名
1件/1億円
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ガバナンス

スキルマトリックス

取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスと多様性を備えた構成

注．監査等委員でない取締役に対して、特に期待するスキル等に
「◎」を付しております

社外取締役比率
50％

（8名/16名）

女性取締役比率
12.5％

（2名/16名）

取締役会の実効性評価

 過年度の課題に対する改善策の取組状況（2023年度）

（１）取締役会メンバー構成の多様化

（２）議論の更なる活性化に向けた取締役会運営の見直し

ー 取締役会における質疑応答回数：107回

ー 主な議論内容

✔ 「Vision 2030」における財務目標の見直し

✔ 株主還元方針の見直し

✔ 短期経営計画および総合予算の策定

✔ 投資有価証券にかかる運用方針

✔ サステナビリティ領域の動向

（脱炭素支援・ダイバーシティ・人的資本経営 等）

ー 社外取締役への情報提供実施回数：14回

主なテーマ

・グループ会社業務の理解促進
・外国人採用者との情報交換
・サステナビリティ・人的資本にかかる

他社開示状況
・本部部長、営業店長による

担当業務報告会 等

新たに就任

した取締役

の経歴等

✔金融市場等経験者

✔企業経営経験者

✔地方行政（経済商工観光等）経験者



七十七銀行 |  2023年度

2021年度
実績

2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
予想

2030年度
なりたい姿

2030年度
当初目標

当期純利益
（連結）

222億円 251億円 298億円 330億円 450億円 280億円

自己資本比率
（連結）

10.27％ 11.23% 11.15% 10.50％ 10％程度 10％以上

コアOHR 58.22％ 56.55％ 52.18％ 49.05％ 40％以下 50％台

ROE
（連結）

4.33％ 4.92％ 5.38％ 5.44％ 7％以上 ー

59

貸出金 6.6兆円（5.7兆円） 預金+NCD 9.3兆円(8.5兆円）

有価証券 3兆円（3兆円） グループ預り資産残高 1.2兆円（1兆円）

（参考：想定する2030年度のポートフォリオ）

（10.0%～10.5％）

（参考）「Vision 2030」で掲げる財務目標（2023年11月10日見直し）

New

※（）は「Vision 2030」策定当初に想定した2030年度のポートフォリオ
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2021年度
実績

2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
目標

2030年度
なりたい姿

宮城県内のメインバンク比率 56％ 56％ 56％ 57% 62%

宮城県外の法人貸出先数（2020年度比） 1.07倍 1.21倍 1.33倍 1.34倍 1.5倍

宮城県内の預り資産保有世帯割合
グループ預り資産保有先数

ー
73,646先

ー
84,445先

ー
91,373先

ー
113,000先

35%以上
180,000先

宮城県内の当行ローン利用率 12.7％ 14.9％ 15.1％ 17.0％ 20.0%

グループ会社の当期純利益 22億円 14億円 17億円 17億円 30億円

本業にかかる労働生産性 11百万円 12百万円 14百万円 15百万円 24百万円

営業店事務量（2019年度比） ▲15％ ▲25％ ▲33％ ▲45% ▲50%

非対面チャネル利用率
（法人）13％
（個人）15％

（法人）15%
（個人）20％

（法人）32％
（個人）27％

（法人）35％
（個人）30%

（法人）50%
（個人）50％

創業期の事業者に対する成長支援件数 1,490件 1,761件 2,061件 2,100件 3,000件

CO2排出量 10,331t-CO2 9,264t-CO2 8,433t-CO2 7,400t-CO2 0t-CO2

管理職に占める女性割合 14.2% 16.0% 17.5％ 19.0％ 30.0%

その他項目

♦新事業・新分野のプロジェクトを10件立ち上げる（2023年度までに実施）

♦宮城県における経済成長率の向上を支援する

♦宮城県内における地域開発プロジェクトへの関与100%を目指す

♦「チャレンジ精神の醸成」につながる様々な取組みを実施する

♦顧客・地域に役立つ「専門性を有する人材」を増加させる

60

※１．青字が今回見直し部分
※２．全国家計構造調査
※３．（貸出金利息+役務取引等利益－預金等利息－経費＋人件費＋減価償却費）/従業員数（パートタイマーは0.4人換算）

※2

（参考）KPI（Let’s Try!)（2024年5月10日見直し）

※3
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七十七銀行 総合企画部 企画課

TEL： 022-267-1111（代表）

URL： https：//www.77bank.co.jp/

本資料の将来の業績に関わる記述については、

その内容を保証するものではなく、経営環境の変化等

による不確実性を有しておりますのでご留意ください。

61

本件に関する

お問い合わせ先


